
第２回 三重県（志摩・南伊勢地区）放置船対策推進会議 幹事会 

事  項  書 

 

 

日時：令和 8 年８月２８日（金） 10:０0～ 

場所：三重県志摩庁舎 2 階大会議室 

 

 

 

１ 「第１回三重県（志摩・南伊勢地区）放置船対策推進会議幹事会」の概要について 

 

 

２ 放置船の現状と発生原因の検証について 

 

 



 



 

 

 

 

 

 

１ 「第１回三重県（志摩・南伊勢地区）放置船対策 

推進会議 幹事会」の概要について 
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Mie Prefecture１ 国の方針

「
」

「三水域（港湾・河川・漁港）におけるプレジャーボートの適正な管理を推進するための
今後の放置艇対策の方向性」（概要版） （令和6年3月 国土交通省・水産庁）

（国交省ＨＰより）-3-



〇 三重県の水域（港湾区域、漁港区域、河川区域）における放置船は約２，０００隻あり、そのうち
沈廃船は約２６０隻確認されている。（令和4年度調査）

〇 近年では港湾区域内において、平成30年度に賀田港、令和6年度に浜島港について行政代執
行及び簡易代執行にて放置船の撤去を行っている。

〇 一方、一般海域でも放置船は存在し、志摩建設事務所や尾鷲建設事務所では問題となっている。

辰也造船所横

鴻ノ浦

Mie Prefecture２ 三重県の現状

たつやぞうせんじょよこ

こうのうら

浜島港周辺の状況
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志摩・南伊勢地区

広域的、かつ地域の実情を踏まえた放
置船対策方針を検討する必要がある

各地域において
＜放置船対策推進会議＞を設置

※「三水域（港湾・河川・漁港）におけるプレジャーボートの適正な管理を推進す
るための今後の放置艇対策の方向性（令和6年3月 国交省・水産庁）」による
「地域にとって支障となる放置艇」対策の検討を行うため、「志摩・南伊勢地区」
の推進会議を設置する。

Mie Prefecture３ 放置船対策推進会議の設置

志摩市・南伊勢町の
放置船は約６８0隻

県内の約3割を占める

Ｒ７．11月 志摩市・南伊勢町で
「第44回全国豊かな海づくり

大会」が開催
住民の海への環境意識が向上

Ｒ４．8月 志摩市より放置船解消の強い
要望を受け、 「浜島港及び隣接する一般
海域における放置船対策会議」を設置

放置船対策の検討・解消を実現
した実績がある

志摩市・南伊勢町で
「放置船対策推進会議」を設置
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〇 放置等禁止区域の指定

〇 解消方法の検討

〇 関係者との連携

Mie Prefecture４ 放置船対策推進会議の取組内容

志摩・南伊勢地区の

放置船解消の取組

〇 現状の整理

〇 発生原因の検証

〇 放置船解消の取組

浜島中学校沖の
7隻の放置船を

令和8年度中に解消する

〇 各々の取組の共有

〇 各々が把握する情報の共有

放置船解消の取組を
検討する

各管理者と関係者が
情報を共有する
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Mie Prefecture５ 関係法令による放置船の措置の現状

区域 関係法令 禁止行為
除去の命令
または警告

管理者自ら撤去 罰則

港湾区域 港湾法 〇 〇 〇 〇

漁港区域 漁港法 〇 〇 〇 〇

海岸保全区域 海岸法 〇 〇 〇 〇

一般公共海岸区域 海岸法 〇 〇 〇 〇

河川区域 河川法 ー 〇 〇 〇

一般海域 ー × × × ×

一般海域 一般海域等管理条例（仮称） 〇 〇 〇 〇

条例制定すると、、、
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三 重 県
Mie Prefecture

令和７年度 令和８年度

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

本会議

幹事会

●三重県（志摩・南伊勢地区）放置船対策推進会議 スケジュール案

2/13 設置
放置船解消の取組報告

最終決定

※令和９年度以降、幹事会は年2～3回程度、本会議は年1回程度開催
放置船に関する情報を共有し、その解消に努める

2/19

６ スケジュール

現状の整理
6/8

発生原因の検証 放置船解消の取組整理・とりまとめ
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第１回三重県（志摩・南伊勢地区）放置船対策推進会議 幹事会 

議 事 録 

 

日時 ： 令和８年２月１9 日（木） １０：3０～１1：3０ 

場所 ： 三重県 志摩庁舎 ２階 大会議室 

 

１ 規約について 

・令和 8 年 2 月 13 日（金）の本会議で承認された。 

 

２ 会長、副会長の選任について 

・会長を志摩市 村上副市長、副会長を南伊勢町 広田副町長に選任する。 

 

３ 放置船対策推進会議について 

・本会議の設置目的や今後の取組内容等を説明 

 

４ 「浜島港及び隣接する一般海域における放置船対策会議」の総括 

・浜島港における放置船対策の取組等を説明 

 

５ 鳥羽海上保安部の取組 

・鳥羽海上保安部の放置船に関するこれまでの取組内容を説明 

 

６．委員意見 

・長井委員：先日、関係団体との意見交換があった際に、浜島港の一部の放置船を

漁協が取りまとめた上で、処分している話をした。それについて良い取組だと意見

をいただいたので、今後も良い事例は、周知していく必要があると考えている。 

 

・繁田委員：地域からの期待もある中で、実効性のある対策を検討・実現していくこ

とがこの会議のあり方であると思っている。引き続き、スピード感を意識しながら

やっていく必要があると思う。 

 

・三谷委員：主なエリアが海域のためパトロールは難しいが、大きな問題であること

は認識しているので、陸上での広報活動などで協力していきたい。 

ＰＲのためのチラシなどはあるか。 
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・事務局：現在は放置船に関するチラシはないが、他県の事例を参考にしながら、こ

の会議の中で作成していきたいと思っている。 

 

・安田委員：放置船の処理も大切だが、これ以上放置船を増やさないのも重要な対

策であるので、それについても、今後議論していきたい。 

 

・南委員：当事務所でも船に関係した対応に苦慮しており、管理者のみでは対策で

きないことを痛感している。本日出席の関係者の皆様の連携が不可欠であるので、

ご協力をお願いしたい。 

 

・中川委員：環境の面から、放置船を安価もしくは無料で引き取って、エンジンなど

有償部分のみを売却するなどの悪質な仲介業者もいると聞いている。船舶所有者

が処分の際にそのような業者に委託しないような周知も必要である。 

 

・広田副会長：放置船がなぜ放置されているかを把握する現状の整理は、大変重要

であると認識している。この地域は津波の甚大な被害も想定されているため、放

置船による二次被害の恐れもある。解消に向けて、関係機関で協力していきたい。 
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２ 放置船の現状及び発生原因の検証について 
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Mie Prefecture１ 放置船を取り巻く現状

〇 放置船が引き起こす問題として、津波や洪水などの災害時に背後住居等への影響や河川流水の阻害など
二次被害が懸念される。また、沈廃船からの燃料油流出により環境や漁業への影響も懸念される。

〇 「三水域（港湾・河川・漁港）におけるプレジャーボートの適正な管理を推進するための今後の放置艇対策
の方向性（令和6年3月 国交省・水産庁）」において放置船対策の取り組むべき方向性が示され、「地域に
とって支障となる放置艇については、概ね10年程度を目途に解消できるよう優先的に対策に取り組む
ことを目指す」とされている。

〇 令和4年の調査では、全国の3水域（港湾・河川・漁港）では約５６，０００隻の放置船がある。三重県では放
置船が約２，０００隻、そのうち沈廃船が約２６０隻あり、全国で8番目に多い。

〇 志摩・南伊勢地区においては、3水域での放置船が約５８０隻、そのうち沈廃船が約１２０隻確認されてお
り、県内で特に多い地域である。また、一般海域においても約5０隻の放置船が確認されている。
特に港湾区域、漁港区域、一般海域において問題となっている。

【放置の定義】＜三重県において、「放置」は以下のように定義（予定）＞
（船舶等を）直ちに移動できないような状態にすることをいう。

出典：プレジャーボート全国実態調査結果概要（国土交通省・水産庁）

環境悪化、航行支障津波による流出

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17
全国実態調査 放置艇対策の

今後の方向性
の検討

全国実態調査
進捗評価

全国実態調査
進捗評価

全国実態調査

達成度評価
広域的なな連携による放置艇対策の推進（それぞれの地域事情を踏まえて実施）

新たな放置艇を防ぐ予防的措置の拡充

順位 自治体 ＰＢ総隻数（A） 放置艇（B） 放置艇率（B/A）

40 三重県 3,215 隻 1,983 隻 61.7%
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２ 現状の整理（海における管理者と関係法令について）

50m

50m

満潮線

干潮線

低潮線

堤防

Mie Prefecture

南伊勢地区 志摩地区＜志摩・南伊勢地区における各管理者＞
（港湾、漁港、海岸）

区域 管理者

港湾 三重県 県土整備部

漁港
三重県 農林水産部
志摩市、南伊勢町

海岸

港湾海岸 三重県 県土整備部

水国海岸 三重県 県土整備部

漁港海岸
三重県 農林水産部
志摩市、南伊勢町

農地海岸 三重県 農林水産部

海岸保全区域
（海岸法第3条第1項・第2項）

※条例第2条第1号ハ
一般公共海岸区域

（海岸法第２条第2項）
※条例第2条第1号ハ

漁港区域
（漁港法第２条）

※条例第2条第1号イ

港湾区域
（港湾法第２条第3項
・第56条第1項）

※条例第2条第1号ロ

一般海域

12海里

河川区域
（河川法
第6条）

海洋再生可能エネルギー
発電設備整備促進区域

（海洋再生可能エネルギー発
電設備の整備に関する法律

第2条第5項）
※条例第2条第1号ニ
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Mie Prefecture３ 現状の整理（県内漁業や全国のＰＢにまつわる情報）

漁業就業者数の推移（人） 使用漁船隻数の推移

（三重県ＨＰより（2023年漁業センサス三重県結果概要））

＜プレジャーボート（全国）＞（令和４年度プレジャーボート全国実態調査結果概要（令和5年8月 国土交通省・水産庁））

＜漁船（三重県内）＞

約１万人減
平均400人／年 約8,800隻減

平均 350隻／年

●県内の漁業就業者数は25年間で約１万人
減少、年平均４００人減少している

●また、使用漁船隻数も約8,800隻減少、
年平均350隻減少している

●プレジャーボートでは、全国の保有隻数は、
平成11年には約34万隻であったが、令和
４年までに約１５万隻まで減少している。

保有隻数（隻）
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（隻）

河川(県)
県 県土整備

県管理 的矢港 賢島港 浜島港 安乗漁港 波切漁港 深谷漁港 和具漁港 宿田曽漁港 片田漁港 神明漁港 越賀漁港 御座漁港

0 124 4 62 2 5 79 3 4 3 2 3 2
(0) (0) (0) (32) (2) (1) (6) (0) (0) (3) (2) (3) (2)
0
(0)

(29)

河川(県) 漁港
県 県土整備 県 農林水産

県管理 五ヶ所港 吉津港 奈屋浦漁港

10 219 53
(8) (41) (17)
10
(8) (0)

放置船数
（内 沈廃船）

3

港湾

285

272

放置船数
（内 沈廃船） 293

347

南伊勢町

港湾
県 県土整備

漁港
市県 農林水産

一般
海域

10

54
(9) (10)

(51)

(80)

(66)

(58)

志摩市

(32)

県 県土整備

190 93

Mie Prefecture
4 現状の整理（志摩・南伊勢地区の三水域におけるＲ４ｄ放置船調査詳細）

●令和４年度 三水域（河川・港湾・漁港）における放置船調査結果（プレジャーボート実態調査）

三水域において
県内トップの放置船数

６３２隻(内 ５４隻一般海域)

河川 港湾

10 462 96 10
(8) (90) (9) (10)

(29)

(146)

(117)
632

54

合計

ー

578

漁港
県

県土整備
県

農林水産 市
一般
海域
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（ ）

Mie Prefecture
5 現状の整理（志摩・南伊勢地域における放置等禁止区域の指定状況）

漁港管理者が指定する放置等禁止区域

港湾管理者が指定する放置等禁止区域

漁港及び漁場の整備等に
関する法律第39条第5項

（港湾法第37条の11第1項）

放置等禁止区域・・・
施設の利用、配置その他の状況により、港湾や漁港等で開発、利用

又は保全上特に必要があると認めて管理者が指定した区域。

奈屋浦漁港

宿田曽漁港

和具漁港

深谷漁港

波切漁港

浜島港（県）

安乗漁港

未指定の漁港・港湾

●未指定状況（放置等禁止区域）

種別 管理者 港数

港湾 三重県 4港+1港

合計
22港漁港

三重県 1港

志摩市 8港

南伊勢町 8港
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Mie Prefecture6 現状の整理と放置船等の発生原因の検証

①県内の係留・保管施設の収容能力不足【県全体】

マリーナ等(B) マリーナ等以外 沈廃船(D)
1,387 隻 3,215 隻 1,232 隻 609 隻 623 隻 1,983 隻 258 隻 

●収容不足能力：(C)ー(D)ー(E)＝1,983ー258ー778=947隻

令和4年度プレジャーボート全国実態調査結果より

※マリーナ等：プレジャーボート専用の係留・保管施設として整備された施設（ボートパークやPBS等）

※既存施設の一部をプレジャーボート用に改修しない状態で、係留・保管場所として認めている施設 

マリーナ等の
収容能力(A)

ＰＢ総隻数
許可艇 放置艇（C）

●未活用収容力：(A)ー（B）＝1,387ー609＝778隻　・・・（Ｅ）

マリーナ等の施設の位置と放置艇の位置関係や艇サイズの考慮は必要だが、三重県全体で、Ｒ４年
度時点では収容未活用が７７８隻分、全て活用できた場合の不足が９４７隻分。

収容能力が不足しているため、購入した船を係留するところがない
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Mie Prefecture

【代執行結果】
船舶登録都道府県（隻）

県内 県外 不明 計
陸上 海上 陸上 海上 陸上 海上 陸上 海上

浜島港
2 14 0 6 0 8 2 28

16 6 8 30

賀田港
5 10 1 15 3 6 9 31

15 16 9 40

代執行における船舶の内訳

三重県

31隻

44%

県外

22隻

32%

不明

17隻

24%

代執行結果による船舶登録都道府県（隻）

放置等禁止区域指定前の浜島港及び賀田港における、過年度の行政代執行の結果より、船舶の県内
登録が確実なのは半数以下で、県外登録と思われるのが約３割ほどあった。

②県外等の他海域からの持ち込み

海岸線延長
約5,476km

【三重県】
漁港区域

4%

【志摩市】
約1%

【南伊勢長】
約3%

法定管理区域（港湾・漁港区域）における放置等禁止
区域の指定状況は約２１％（６港／２８港）である。
放置されることが予想される海岸線（付近）に着目し

た場合は、約１７％（２１９km／１,２９６km）、一般海
域等も含めた場合は約４％に留まる。

【三重県】
一般公共海岸区域

水国所管海岸
農振局所管海岸

約76%

【三重県】
港湾区域
約16%

未指定区間
約96%

●未指定状況（放置等禁止区域）

種別 管理者 港数

港湾 三重県 4港+1港

合計
22港漁港

三重県 1港

志摩市 8港

南伊勢町 8港

放置等禁止区域の未指定や罰則がない等、規制の緩い区域に持ち込まれている

６ 現状の整理と放置船等の発生原因の検証
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Mie Prefecture

③放置船の所有者に関する情報収集制度

判明 不明

16 14

40 0

浜島港
30

賀田港
40

直近の県における放置船対応・予定における船舶所有者の判明割合

２割の放置船等において、所有者が不明
な状態であった。

判明

56隻

80%

不明

14隻

20%

・所有者変更に伴う手続き漏れがあり、現在の持ち主が分からない
・船体に記載された登録番号が削られており、所有者の確認ができない

６ 現状の整理と放置船等の発生原因の検証

④関係者間での情報協力
・都道府県の枠を超えた情報共有や広域的な対応が可能な仕組みがない。
・組織内や関係者間で情報共有機会がない。

⑤海域利用者への情報提供不足（放置等禁止区域や罰則、処理に関して）

⑥県の財政では、放置船の撤去が困難。
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Mie Prefecture７ 前回の議題の確認事項

●放置船に関するポスター等（他自治体）事例

＜主な記載事項＞
●放置・沈廃船の写真・イラスト

 ●放置によって起こる事象
●罰則
●放置等禁止区域
●廃棄の手順や廃棄業者
●管理者連絡先
●HPへのURLやQR

自治体 ポスター
チラシ
パンフ

神奈川県川崎市 ー ●

新潟県 ● ー

岡山県 ー ●

愛媛県 ● ー

徳島県 ● ●

高知県 ● ー

熊本県 ー ●

大分県 ● ー

-21-


